
分 野 事 業 名 担 当 課 内 容 事業費（実績額） 実 績

新生児特別定額給付金事業 こども課

令和５年４月１日から令和６年３月31日に出生した新生

児を育てる世帯に対し、対象児１人あたり50,000円の特

別定額給付金を支給する。

5,150 支給対象者数：103人

子育て世帯教育支援事業 教育学習課

物価高騰等の影響を受けている小中学校に通う児童生徒の

保護者の経済的負担を軽減するため、英語検定受験料・自

転車ヘルメット購入費・タブレット端末用教材使用料の補

助を行い、教育的支援を行う。

1,393

英語検定受験料支給対象者数：86人

自転車ヘルメット購入費：96人

タブレット端末用教材使用料：

町立小中学校に935千円

旅客自動車運送事業者支援事業 定住促進課

安定した町内公共交通サービスの維持を図るため、エネル

ギーの価格高騰の影響を受けている町内の旅客自動車運送

事業者に対して支援を行う。

950 左記のとおり事業を実施した。

甘木鉄道運行維持対策事業 定住促進課

燃油や電力等の価格高騰の影響を受けている甘木鉄道（第

三セクター）に対して、使用する燃油や電力等の価格高騰

分を支援することにより、安定した公共交通サービスの維

持を図る。

346 左記のとおり事業を実施した。

農林業支援事業 産業振興課

燃油や電力等の価格高騰の影響を受けている町内の米麦乾

燥調製施設や農業水利施設に対して、使用する燃油や電力

の購入費用の上昇分を支援することにより、共同施設の運

営安定を図り、農業の振興を図る。

また、化学肥料の使用量の２割低減に向けて取り組む町内

の農業者の肥料費上昇分の一部を支援し、肥料価格高騰に

よる農業経営への影響を緩和し、化学肥料の使用量低減を

進める。

640

支給件数

共同農業施設燃油電力費：４件

肥料価格高等対策事業費：２件

中小企業等緊急支援事業 産業振興課

物価高騰等の影響を受けている町内の中小企業者等に対し

て補助を行う。

また、エネルギー対策や新しいチャレンジをする中小企業

者等に対して支援を行う。

9,237

支給件数

中小企業者支援：36件

エネルギー対策・チャレンジ支援：

13件

プレミアム付商品券事業 産業振興課

物価高騰等が経営状況に影響しやすい小規模店舗及び飲食

店で使用できるプレミアム付商品券販売による消費喚起を

行うことで、地域経済の回復を図るとともに、物価高騰の

影響を受けた生活者の消費を下支えする。

79,553

販売冊数

小規模事業者応援型：6,000冊

飲食店応援型：4,000冊

新型コロナウイルスワクチン接

種協力医療機関緊急支援給付金

事業

健康増進課

エネルギーの価格高騰の影響を受けている町内の新型コロ

ナウイルスワクチン接種協力医療機関に対して、安定的か

つ継続的な事業運営を支援するため、支援給付金を給付す

る。

602 支給件数：６件

電力・ガス・食料品等価格高等

重点支援給付金
福祉課

コロナ禍において電力・ガス・食料品等の価格高騰による

負担増を踏まえ、特に家計への影響が大きい低所得世帯

（住民税非課税世帯）に対して、１世帯当たり３万円を給

付する。

39,049 支給件数：1,270件

保育所等給食費支援事業費補助

事業
こども課

物価高騰により影響を受けている食材費について、保護者

の給食費負担金を増やすことなく安定した給食を提供でき

るよう、補助金を交付する。

2,687 左記のとおり事業を実施した。

副食費の実費徴収に係る補足給

付事業
こども課

物価高騰の影響が大きい多子世帯（中学校３年生以下の子

どもを３人以上扶養）について、教育・保育施設等に通う

児童の保護者が支払うべき副食費の実費徴収に対して補助

を行い、経済的負担の軽減を図る。

764 左記のとおり事業を実施した。

小中学校給食食材費補助事業 教育学習課

物価高騰により影響を受けている給食食材費について、保

護者負担金を増やすことなく安定した給食を提供するた

め、補助金を交付する。

2,789 左記のとおり事業を実施した。

学校給食費多子世帯支援補助事

業
教育学習課

物価高騰により影響を受けている給食食材費について、保

護者の給食費負担を軽減するため、小中学校に同時に通う

児童生徒の第３子以降の学校給食費を補助する。

3,297 左記のとおり事業を実施した。

学校保健特別対策事業 教育学習課

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響による学校の

一斉臨時休業に係る対応、休業からの再開及び学校教育活

動の継続を支援するため、必要な備品等を購入し、またオ

ンライン教材使用料を支払う。

1,045 左記のとおり事業を実施した。

計 147,502

※「担当課」については、令和５年度時点のものです。

（単位：千円）

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業（令和５年度分）

②農商工・産業

④学校・給食

①子育て

③健康・福祉


